
ＳＡＩＣＭ国内セミナー０９．０３．２３ＳＡＩＣＭ国内セミナー０９．０３．２３

化学物質管理とリスクコ化学物質管理とリスクコ化学物質管理とリスクコ化学物質管理とリスクコ
ミ ニケ シ ンミ ニケ シ ンミュニケーションミュニケーション

中地中地 重晴重晴中地中地 重晴重晴

有害化学物質削減有害化学物質削減ネットワークネットワーク



本日の内容本日の内容本日の内容本日の内容

１．リスクコミュニケーションに関する問題意１．リスクコミュニケーションに関する問題意
識の紹介識の紹介

２．国際的な化学物質管理の動向２．国際的な化学物質管理の動向

３ ＳＡＩＣＭ国内実施計画 の意見３ ＳＡＩＣＭ国内実施計画 の意見３．ＳＡＩＣＭ国内実施計画への意見３．ＳＡＩＣＭ国内実施計画への意見



化学物質管理に関するリスクコ化学物質管理に関するリスクコ
ミュニケーションの必要性と実践ミュニケーションの必要性と実践
化学物質問題 限らず 情報 開が進ん化学物質問題 限らず 情報 開が進ん化学物質問題に限らず、情報公開が進んで化学物質問題に限らず、情報公開が進んで
きたきた

リスクコミュニケーションの重要性は強調されリスクコミュニケーションの重要性は強調され
ているが必要性は希薄ているが必要性は希薄要 希薄要 希薄

特に、ＰＲＴＲ制度の開始で、企業と市民の対特に、ＰＲＴＲ制度の開始で、企業と市民の対
話が進むと考えられたためツールとして取組話が進むと考えられたためツールとして取組話が進むと考えられたためツ ルとして取組話が進むと考えられたためツ ルとして取組
み進められたみ進められた

化学物質アドバイザ の人材養成化学物質アドバイザ の人材養成化学物質アドバイザーの人材養成化学物質アドバイザーの人材養成

ファクトシートの作成ファクトシートの作成



市民の関心があるリスク、事例とは市民の関心があるリスク、事例とは
リスクコミュニケーションの現状リスクコミュニケーションの現状

時 ク 関心は薄時 ク 関心は薄平時のリスクへの関心は薄い平時のリスクへの関心は薄い

ＰＲＴＲを材料としたリスコミは進んでいないＰＲＴＲを材料としたリスコミは進んでいない

内容が難しいのか、必要性がないのか、仕組みに内容が難しいのか、必要性がないのか、仕組みに
対する理解が進んでいないのか対する理解が進んでいないのか対する理解が進んでいないのか対する理解が進んでいないのか

一方、事故時、災害時のリスクへの関心は高い一方、事故時、災害時のリスクへの関心は高い

ダイオキシン類 土壌汚染 食の安全などダイオキシン類 土壌汚染 食の安全などダイオキシン類、土壌汚染、食の安全などダイオキシン類、土壌汚染、食の安全など

土壌汚染対策におけるリスクコミュニケーターの要土壌汚染対策におけるリスクコミュニケーターの要
請と事情、必要性が違う請と事情、必要性が違う



リスクコミュニケーションの構造リスクコミュニケーションの構造
（環境省パンフレットから）（環境省パンフレットから）



コミュニケーションの段階コミュニケーションの段階コミュニケーションの段階コミュニケーションの段階

第 段階第 段階 方的な情報 開 説明責任方的な情報 開 説明責任第一段階第一段階 一方的な情報公開、説明責任一方的な情報公開、説明責任

第二段階第二段階 質問に対する情報公開、情報提供質問に対する情報公開、情報提供

第三段階第三段階 情報交換情報交換

第四段階第四段階 意見交換とリスクコミ ニケ シ ン意見交換とリスクコミ ニケ シ ン第四段階第四段階 意見交換とリスクコミュニケーション意見交換とリスクコミュニケーション



リスクコミュニケーションにおける７つリスクコミュニケーションにおける７つ
の基本原則（ＥＰＡ，１９８８）の基本原則（ＥＰＡ，１９８８）

市民団体・地域住民等を正当なパートナーとして受け市民団体・地域住民等を正当なパートナーとして受け
入れ、連携すること入れ、連携すること

コミュニケーション方法を注意深く立案し、そのプロセコミュニケーション方法を注意深く立案し、そのプロセ
スを評価することスを評価すること

人々の声に耳を傾けること人々の声に耳を傾けること

正直 率直 オープンになること正直 率直 オープンになること正直、率直、オ プンになること正直、率直、オ プンになること

他の信頼できる人々や機関と協調、協働すること他の信頼できる人々や機関と協調、協働すること

メデメデ ミミ の要望を理解し 応える との要望を理解し 応える とメディアメディア((マスコミマスコミ))の要望を理解して応えることの要望を理解して応えること

相手の気持ちを受け止め、明瞭にはなすこと相手の気持ちを受け止め、明瞭にはなすこと



リスクコミュニケーションにおける誤解リスクコミュニケーションにおける誤解
（浦野、２００１）（浦野、２００１）

化学物質は危険なものと安全なものに 分される化学物質は危険なものと安全なものに 分される化学物質は危険なものと安全なものに二分される化学物質は危険なものと安全なものに二分される

化学物質のリスクはゼロにできる化学物質のリスクはゼロにできる

大きなマスコミの情報は信頼できる大きなマスコミの情報は信頼できる

化学物質のリスクは、科学的に解明されている化学物質のリスクは、科学的に解明されている

学者は、客観的にリスクを判断している学者は、客観的にリスクを判断している

一般市民は科学的なリスクを理解できない一般市民は科学的なリスクを理解できない般市民は科学的なリスクを理解できない般市民は科学的なリスクを理解できない

情報を出すと無用の不安を招く情報を出すと無用の不安を招く

たくさんの情報を提供すれば理解が得られるたくさんの情報を提供すれば理解が得られるたくさんの情報を提供すれば理解が得られるたくさんの情報を提供すれば理解が得られる

詳しく説明すれば理解や合意が得られる詳しく説明すれば理解や合意が得られる

情報提供や説明会 意見公募などがリスク ミ情報提供や説明会 意見公募などがリスク ミ
8

情報提供や説明会、意見公募などがリスクコミュニ情報提供や説明会、意見公募などがリスクコミュニ
ケーションであるケーションである



有害汚染物オンサイト処理の三原則有害汚染物オンサイト処理の三原則有害汚染物オンサイト処理の三原則有害汚染物オンサイト処理の三原則

豊島事件 害調停 確認された処 則豊島事件 害調停 確認された処 則豊島事件公害調停で確認された処理の原則豊島事件公害調停で確認された処理の原則

安全性安全性＝二次被害（公害）を出さない＝二次被害（公害）を出さない安全性安全性 二次被害（公害）を出さない二次被害（公害）を出さない

確実性確実性＝有害な廃棄物を出さない、増や＝有害な廃棄物を出さない、増や
さない 安定した操業が可能さない 安定した操業が可能さない。安定した操業が可能さない。安定した操業が可能

透明性透明性＝住民参加、情報公開＝住民参加、情報公開透明性透明性 住民参加、情報公開住民参加、情報公開

オンサイト処理を必要とする共通認識や関係オンサイト処理を必要とする共通認識や関係
者の合意形成のための研究者 専門家が関者の合意形成のための研究者 専門家が関者の合意形成のための研究者、専門家が関者の合意形成のための研究者、専門家が関
与した与した



化学物質管理への市民参加（１）化学物質管理への市民参加（１）化学物質管理への市民参加（１）化学物質管理への市民参加（１）

①①地球環境問題解決のために市民参加の重要性が地球環境問題解決のために市民参加の重要性が①①地球環境問題解決のために市民参加の重要性が地球環境問題解決のために市民参加の重要性が
認識された認識された

環境と開発 関する オ宣言第 原則（ 年）環境と開発 関する オ宣言第 原則（ 年）環境と開発に関するリオ宣言第１０原則（１９９２年）環境と開発に関するリオ宣言第１０原則（１９９２年）

②化学物質管理における市民参加の制度化の必要性②化学物質管理における市民参加の制度化の必要性② 民② 民
が認識されたが認識された

「アジェンダ２１」の第１９章の有害化学物質の適正な「アジェンダ２１」の第１９章の有害化学物質の適正なアジェンダ２１」の第１９章の有害化学物質の適正なアジェンダ２１」の第１９章の有害化学物質の適正な
管理（１９９２年）管理（１９９２年）

③ＷＳＳＤにおいて 国際化学物質管理における戦略③ＷＳＳＤにおいて 国際化学物質管理における戦略③ＷＳＳＤにおいて、国際化学物質管理における戦略③ＷＳＳＤにおいて、国際化学物質管理における戦略
的アプローチ（ＳＡＩＣＭ）が採択された（２００２年）的アプローチ（ＳＡＩＣＭ）が採択された（２００２年）

ＳＡＩＣＭの世界実施計画の承認（２００６年）ＳＡＩＣＭの世界実施計画の承認（２００６年）ＳＡＩＣＭの世界実施計画の承認（２００６年）ＳＡＩＣＭの世界実施計画の承認（２００６年）



化学物質管理への市民参加（２）化学物質管理への市民参加（２）化学物質管理への市民参加（２）化学物質管理への市民参加（２）

④④ 年 理事会勧告を受け 日本 も年 理事会勧告を受け 日本 も④④１９９６年のＯＥＣＤ理事会勧告を受けて、日本でもＰＲ１９９６年のＯＥＣＤ理事会勧告を受けて、日本でもＰＲ
ＴＲ（環境汚染物質排出移動登録）が制度化されたＴＲ（環境汚染物質排出移動登録）が制度化された

化学物質排出把握管理促進法の施行（２００１年）化学物質排出把握管理促進法の施行（２００１年）化学物質排出把握管理促進法の施行（２００１年）化学物質排出把握管理促進法の施行（２００１年）

⑤２００３年国連勧告に基づき、労働安全衛生法でＧＨＳ⑤２００３年国連勧告に基づき、労働安全衛生法でＧＨＳ
（化学品の区分と表示に関する世界調和シ テム）が制（化学品の区分と表示に関する世界調和シ テム）が制（化学品の区分と表示に関する世界調和システム）が制（化学品の区分と表示に関する世界調和システム）が制
度化された（２００６年）度化された（２００６年）

⑥環境ホル ン問題 ダイオキシン汚染問題に対する市⑥環境ホル ン問題 ダイオキシン汚染問題に対する市⑥環境ホルモン問題、ダイオキシン汚染問題に対する市⑥環境ホルモン問題、ダイオキシン汚染問題に対する市
民の関心高まる民の関心高まる

ダイオキシン規制の開始（１９９７年 現在）ダイオキシン規制の開始（１９９７年 現在）ダイオキシン規制の開始（１９９７年～現在）ダイオキシン規制の開始（１９９７年～現在）

ＳＰＥＥＤ９８とＥｘＴＥＮＤ２００５ＳＰＥＥＤ９８とＥｘＴＥＮＤ２００５



環境と開発に関するリオ宣言環境と開発に関するリオ宣言 第１０原則第１０原則

環境問題は、それぞれのレベルで、関心ある全ての環境問題は、それぞれのレベルで、関心ある全ての
市民が参加することにより最も適切に扱われる市民が参加することにより最も適切に扱われる｡｡

国内レベルでは、各個人が、有害物質や地域社会国内レベルでは、各個人が、有害物質や地域社会
における活動の情報を含め、公共機関が有しているにおける活動の情報を含め、公共機関が有しているにおける活動の情報を含め、公共機関が有しているにおける活動の情報を含め、公共機関が有している
環境関連情報を適切に入手し、そして、意思決定過程環境関連情報を適切に入手し、そして、意思決定過程
に参加する機会を有しなくてはならないに参加する機会を有しなくてはならない｡｡に参加する機会を有しなくてはならないに参加する機会を有しなくてはならない｡｡

各国は、情報を広く行き渡らせることにより、国民の各国は、情報を広く行き渡らせることにより、国民の
啓発と参加を促進し かつ奨励しなくてはならない啓発と参加を促進し かつ奨励しなくてはならない 賠賠啓発と参加を促進し、かつ奨励しなくてはならない啓発と参加を促進し、かつ奨励しなくてはならない｡｡賠賠
償、救済を含む手法及び行政手続きへの効果的なア償、救済を含む手法及び行政手続きへの効果的なア
クセスが与えられなければならないクセスが与えられなければならないクセスが与えられなければならないクセスが与えられなければならない｡｡



２０２０年目標（ＷＳＳＤ）２０２０年目標（ＷＳＳＤ）２０２０年目標（ＷＳＳＤ）２０２０年目標（ＷＳＳＤ）

予防的取り組み方法に留意しつつ、透明予防的取り組み方法に留意しつつ、透明
性のある科学的根拠に基づくリスク評価性のある科学的根拠に基づくリスク評価性のある科学的根拠に基づくリスク評価性のある科学的根拠に基づくリスク評価
手順を用いて、化学物質が人の健康と環手順を用いて、化学物質が人の健康と環
境にもたらす著し 悪影響を最小化する境にもたらす著し 悪影響を最小化する境にもたらす著しい悪影響を最小化する境にもたらす著しい悪影響を最小化する
方法で使用、生産されることを２０２０年ま方法で使用、生産されることを２０２０年ま方法で使用、生産されることを２０２０年ま方法で使用、生産されることを２０２０年ま
でに達成することを目指すでに達成することを目指す



ＳＡＩＣＭのしくみ（１）ＳＡＩＣＭのしくみ（１）
国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ国際的な化学物質管理のための戦略的アプロ チ国際的な化学物質管理のための戦略的アプロ チ

Strategic Approach to International Chemicals ManagementStrategic Approach to International Chemicals Management

ＷＳＳＤの２０２０年目標を達成するためのグローバＷＳＳＤの２０２０年目標を達成するためのグローバ
ルな政策的枠組みルな政策的枠組み

２００３年より３回の準備会合を経て、２００６年国際２００３年より３回の準備会合を経て、２００６年国際
化学物質管理会議（ＩＣＣＭ）にて採択化学物質管理会議（ＩＣＣＭ）にて採択

１４０カ国、各国連機関、産業界、研究者、ＮＧＯ等１４０カ国、各国連機関、産業界、研究者、ＮＧＯ等
が策定に参画が策定に参画

本年５月ジュネーブにて、ＩＣＣＭ２が開催される予本年５月ジュネーブにて、ＩＣＣＭ２が開催される予
定定



ＳＡＩＣＭのしくみ（２）ＳＡＩＣＭのしくみ（２）く （ ）く （ ）
合意された３つの文書合意された３つの文書

2020年目標ゴール

「ドバイ宣言」

2020年目標

決意

ゴール

「包括的方針戦略」
方針

決

「世界行動計画」

方針

行動計画 世界行動計画」行動計画

？
「国内実施計画」



ＳＡＩＣＭの世界行動計画の内容ＳＡＩＣＭの世界行動計画の内容ＳＡＩＣＭの世界行動計画の内容ＳＡＩＣＭの世界行動計画の内容

目的を達成するために関係者がとりうる行目的を達成するために関係者がとりうる行ＳＡＩＣＭの目的を達成するために関係者がとりうる行ＳＡＩＣＭの目的を達成するために関係者がとりうる行
動についてのガイダンス文書として、３６の作業領域動についてのガイダンス文書として、３６の作業領域
と２７３の行動項目をリスト化していると２７３の行動項目をリスト化していると２７３の行動項目をリスト化していると２７３の行動項目をリスト化している

以下の項目について、具体的に活動内容、目標が示以下の項目について、具体的に活動内容、目標が示
されているされているされているされている

作業領域と活動作業領域と活動

活動主体活動主体活動主体活動主体

目標時間枠目標時間枠

進捗の指標進捗の指標

実施の側面実施の側面



国内実施計画の作成について国内実施計画の作成について国内実施計画の作成について国内実施計画の作成について

ドバイ宣言 世界行動計画（ 年）を受けドバイ宣言 世界行動計画（ 年）を受けドバイ宣言、世界行動計画（２００６年）を受けドバイ宣言、世界行動計画（２００６年）を受け
て、国内実施計画を作成する段階にあるて、国内実施計画を作成する段階にある

関係省庁連絡会議での議論は進められてい関係省庁連絡会議での議論は進められてい
るが、市民の認知度は低いるが、市民の認知度は低い、市民 認 度、市民 認 度

原因は広報不足か理解不足か原因は広報不足か理解不足か

利害関係者（事業者や市民 ＮＧＯなど）への利害関係者（事業者や市民 ＮＧＯなど）への利害関係者（事業者や市民・ＮＧＯなど）への利害関係者（事業者や市民・ＮＧＯなど）への
情報提供、参加が不十分情報提供、参加が不十分

利害関係者の意見を国内実施計画に反映す利害関係者の意見を国内実施計画に反映す
べきであるべきである



世界行動計画で求められているリ世界行動計画で求められているリ
スクコミュニケーションの内容スクコミュニケーションの内容

関連する作業領域と活動内容としては関連する作業領域と活動内容としては関連する作業領域と活動内容としては、関連する作業領域と活動内容としては、

リスク評価、管理とコミュニケーションリスク評価、管理とコミュニケーション

人のリスク評価の際に、特定の人々の曝露や感受人のリスク評価の際に、特定の人々の曝露や感受
性の違いなどを考慮すべき性の違いなどを考慮すべき

化学物質のリスク評価手法の開発とライフサイクル化学物質のリスク評価手法の開発とライフサイクル
管理の取組み管理の取組み

市民社会と公共利益のための非政府組織（ＮＧＯ）市民社会と公共利益のための非政府組織（ＮＧＯ）
の参加の参加

ＳＡＩＣＭ国内実施計画を立案、実施、モニタリングＳＡＩＣＭ国内実施計画を立案、実施、モニタリング
を行う政府委員会に市民社会の代表を含めるを行う政府委員会に市民社会の代表を含める



２０２０年目標を確認しよう２０２０年目標を確認しよう２０２０年目標を確認しよう２０２０年目標を確認しよう

第３次環境基本計画の目標達成年度（２０２５第３次環境基本計画の目標達成年度（２０２５
年ごろ）との整合性をとるべき年ごろ）との整合性をとるべき

化学物質管理に関しては、日本国内でも２０化学物質管理に関しては、日本国内でも２０
２０年を目標に 計画の前倒しを２０年を目標に 計画の前倒しを２０年を目標に、計画の前倒しを２０年を目標に、計画の前倒しを

世界のお手本となる一括的な化学物質管理世界のお手本となる一括的な化学物質管理
制度にすべきである制度にすべきである

（ＥＵのＲＥＡＣＨは２０２０年目標を踏まえてい（ＥＵのＲＥＡＣＨは２０２０年目標を踏まえてい（ＥＵのＲＥＡＣＨは２０２０年目標を踏まえてい（ＥＵのＲＥＡＣＨは２０２０年目標を踏まえてい
る）る）



第三次環境基本計画（平成第三次環境基本計画（平成1818年４月閣議決定）年４月閣議決定）
重点分野：化学物質の環境リスクの低減重点分野：化学物質の環境リスクの低減重点分野：化学物質の環境リスクの低減重点分野：化学物質の環境リスクの低減

（１）2025年頃の社会における目標の設定
化学物質の環境リスクに関する知見の充実 共有化・化学物質の環境リスクに関する知見の充実・共有化

・予防的な対策の機動的な実施
・環境リスクに対する関係者の理解の深化とその低減環境リ クに対する関係者の理解の深化とその低減

のための行動
・国際協調を通じた企業の技術インセンティブの確保と

国際的な取組への我が国の貢献
（２）暴露・有害性情報の不足の解消に向けたスケジュール
を提示を提示
（３）多種多様な化学物質の特性に応じた環境リスク管理と

リスクコミュニケーションリスク ミ ケ ション
（４）国際的な情報発信と地球規模の問題への貢献の強化
(環境省資料より）



ＳＡＩＣＭ国内実施計画への要望ＳＡＩＣＭ国内実施計画への要望ＳＡＩＣＭ国内実施計画への要望ＳＡＩＣＭ国内実施計画への要望

①①ガバ をどう保証する かガバ をどう保証する か①①ガバナンスをどう保証するのかガバナンスをどう保証するのか

市民参加、特に女性の政策決定への参加市民参加、特に女性の政策決定への参加市民参加、特に女性の政策決定 の参加市民参加、特に女性の政策決定 の参加

②リスク削減のために予防原則（予防的取組②リスク削減のために予防原則（予防的取組
み）を適切に適用する枠組みが必要み）を適切に適用する枠組みが必要み）を適切に適用する枠組みが必要み）を適切に適用する枠組みが必要

③ＧＨＳなど国際的条約、枠組みの速やかな③ＧＨＳなど国際的条約、枠組みの速やかな③ＧＨＳなど国際的条約、枠組みの速やかな③ＧＨＳなど国際的条約、枠組みの速やかな
実施を実施を

④化学物質管理政策の見直し時期を逃がさ④化学物質管理政策の見直し時期を逃がさ④化学物質管理政策の見直し時期を逃がさ④化学物質管理政策の見直し時期を逃がさ
ずにずに



ＧＨＳ（化学品の分類および表示に関ＧＨＳ（化学品の分類および表示に関
する世界調和システム）する世界調和システム）

化学物質 危険性 有害性を分類 分化学物質 危険性 有害性を分類 分化学物質の危険性・有害性を分類、区分し、化学物質の危険性・有害性を分類、区分し、
世界共通の絵表示システムの採用をめざす世界共通の絵表示システムの採用をめざす
国連勧告国連勧告国連勧告国連勧告

危険有害性の分類：爆発性、引火性、急性毒危険有害性の分類：爆発性、引火性、急性毒危険有害性の分類 爆発性、引火性、急性毒危険有害性の分類 爆発性、引火性、急性毒
性、発がん性、水生環境有害性など性、発がん性、水生環境有害性など

シンボルマーク（絵表示）と「危険」「警告」などシンボルマーク（絵表示）と「危険」「警告」などシンボルマ ク（絵表示）と「危険」「警告」などシンボルマ ク（絵表示）と「危険」「警告」など
の注意喚起のための表示の注意喚起のための表示

日本では２００６年１２月から労働安全衛生法日本では２００６年１２月から労働安全衛生法日本では２００６年１２月から労働安全衛生法日本では２００６年１２月から労働安全衛生法
が施行されるが、消費者製品は適用外が施行されるが、消費者製品は適用外



ＧＨＳによる絵表示ＧＨＳによる絵表示ＧＨＳによる絵表示ＧＨＳによる絵表示



ＧＨＳによる急性毒性の分類・表示ＧＨＳによる急性毒性の分類・表示
（環境省パンフレットより）（環境省パンフレットより）



環境省パンフレットより



見直し時期に来た化学物質管理政策見直し時期に来た化学物質管理政策見直し時期に来た化学物質管理政策見直し時期に来た化学物質管理政策

０７年化管法（化学物質排出把握管理促進法）０７年化管法（化学物質排出把握管理促進法）０７年化管法（化学物質排出把握管理促進法）０７年化管法（化学物質排出把握管理促進法）

０９年化審法（化学物質審査規制法）０９年化審法（化学物質審査規制法）

解決すべき課題は解決すべき課題は

省庁縦割りによる総合性の欠如省庁縦割りによる総合性の欠如

既存化学物質の安全性評価が不十分既存化学物質の安全性評価が不十分

リスクベースによる管理の問題点の克服リスクベースによる管理の問題点の克服リスク スによる管理の問題点の克服リスク スによる管理の問題点の克服

ライフサイクル管理システムの欠如ライフサイクル管理システムの欠如

ハイリスクグループへの配慮不足ハイリスクグループへの配慮不足ハイリスクグル プへの配慮不足ハイリスクグル プへの配慮不足

市民参加の制度的保障の欠如市民参加の制度的保障の欠如



EU とアメリカの

リスクと規制に対する姿勢

小さい 大きいリスクの許容レベル

欧州委員会の提案：
予防的な規制のスタイル

アメリカの枠組み：
市場重視・産業寄りスタイル予防的な規制のスタイル

リスク評価に多層的アプローチ
予防的要素が大きい

リスクがないことを示すのは産業側

市場重視 産業寄りスタイル
現状の規制に満足
予防的要素が少ない

リスクがあることを示すのは政府

出典 ユネスコ2006年6月発表報告書 『ナノ技術の倫理と政治』

リスクがないことを示すのは産業側 リスクがあることを示すのは政府

出典：ユネスコ2006年6月発表報告書 『ナノ技術の倫理と政治』
UNESCO Report The Ethics and Politics of Nanotechnology Published in June 2006 
Figure by Kristen Kulinowski of the Center for Biological and Environmental Nanotechnology

化学物質問題市民研究会 安間 武氏作成、（2006）



ＳｕｂｓｔｉｔｕｔｉｏｎＳｕｂｓｔｉｔｕｔｉｏｎ Ｃｏｆｅｒｅｎｃｅの開催Ｃｏｆｅｒｅｎｃｅの開催ＳｕｂｓｔｉｔｕｔｉｏｎＳｕｂｓｔｉｔｕｔｉｏｎ Ｃｏｆｅｒｅｎｃｅの開催Ｃｏｆｅｒｅｎｃｅの開催

２００８年９月１７日２００８年９月１７日２００８年９月１７日２００８年９月１７日

９：３０～１７：３０９：３０～１７：３０

ブリュッセル・ルネサンブリュッセル・ルネサン
スホテルスホテル

ＣｈｅｍＳｅｃ主催ＣｈｅｍＳｅｃ主催

参加者約１８０名参加者約１８０名

参加者の内訳参加者の内訳

ＮＧＯ、企業関係者、行ＮＧＯ、企業関係者、行ＮＧＯ、企業関係者、行ＮＧＯ、企業関係者、行
政（ＥＵ、加盟国）、研究政（ＥＵ、加盟国）、研究
者者



ＮＧＯによるＳＩＮＮＧＯによるＳＩＮ**ＬＩＳＴの公表ＬＩＳＴの公表
**ＳＵＢＳＴＩＴＵＴＥＳＵＢＳＴＩＴＵＴＥ ITIT NOWNOW！！

ＥＵのＥＣＨＡ（欧州化学物質庁）による認可対象（高ＥＵのＥＣＨＡ（欧州化学物質庁）による認可対象（高
懸念物質・優先評価物質）のリスト化が遅れている懸念物質・優先評価物質）のリスト化が遅れている懸念物質・優先評価物質）のリスト化が遅れている懸念物質・優先評価物質）のリスト化が遅れている

６月に１６物質が提案され、１０月に１５物質合意、候６月に１６物質が提案され、１０月に１５物質合意、候
補リスト物質となる 順次提案される予定補リスト物質となる 順次提案される予定補リスト物質となる、順次提案される予定補リスト物質となる、順次提案される予定

来年秋に認可リスト物質を公表来年秋に認可リスト物質を公表

９月にＣｈ Ｓ 主催で９月にＣｈ Ｓ 主催で S b i iS b i i C fC f がが９月にＣｈｅｍＳｅｃ主催で、９月にＣｈｅｍＳｅｃ主催で、SubstitutionSubstitution ConferenceConferenceがが
開催され、欧米のＮＧＯが代替すべき物質リストとし開催され、欧米のＮＧＯが代替すべき物質リストとし
てＳＩＮＬＩＳＴ１てＳＩＮＬＩＳＴ１ ０を公表０を公表てＳＩＮＬＩＳＴ１てＳＩＮＬＩＳＴ１..０を公表０を公表

相当の懸念３０物質、ＰＢＴ１７物質、ＣＭＲ２２０物質相当の懸念３０物質、ＰＢＴ１７物質、ＣＭＲ２２０物質



まとめまとめまとめまとめ

早急 内実施計 を作成す き早急 内実施計 を作成す き早急に、ＳＡＩＣＭ国内実施計画を作成すべき早急に、ＳＡＩＣＭ国内実施計画を作成すべき

作成に際し、利害関係者の参加を作成に際し、利害関係者の参加を作成に際し、利害関係者の参加を作成に際し、利害関係者の参加を

２０２０年目標を達成するための化学物質管２０２０年目標を達成するための化学物質管
理政策の実施理政策の実施理政策の実施理政策の実施

総合的、一元的な化学物質管理をめざす総合的、一元的な化学物質管理をめざす総合的、 元的な化学物質管理をめざす総合的、 元的な化学物質管理をめざす
べきべき

市民にも理解できるリスク評価を市民にも理解できるリスク評価を市民にも理解できるリスク評価を市民にも理解できるリスク評価を


